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調査概要・回答企業の属性

○調査対象：各地商工会議所の会員企業
○回答事業者数：3,771者/4,297者（回収率87.8％）
○調査期間：５月23日～６月23日
○調査方法：経営指導員等によるヒアリング調査

※各種データは端数処理（四捨五入）の関係で、合計値が100％とならない場合がある。

【調査概要】

【回答企業の属性】
○業種（n=3,732）

○売上高（n=3,716）

○取引形態（n=3,695）

○課税選択（n=3,737）
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業種 事業者数 構成比

製造業 522 14.0%

建設業 459 12.3%

卸売業 224 6.0%

小売業 809 21.7%

サービス業 862 23.1%

飲食業 699 18.7%

印刷・出版業 42 1.1%

その他 115 3.1%

売上高 事業者数 構成比

１千万円以下 1,531 41.2%

１千万円超～５千万円以下 1,435 38.6%

５千万円超～１億円以下 231 6.2%

１億円超 519 14.0%

取引形態 事業者数 構成比

主として対事業者取引（BtoB） 1,473 39.9%

主として対消費者取引（BtoC） 2,222 60.1%

課税選択 事業者数 構成比

本則課税事業者 1,312 35.1%

簡易課税事業者 906 24.2%

免税事業者 1,519 40.6%

青色申告の承認状況 事業者数 構成比

受けている（複式簿記） 2,745 75.2%

受けている（簡易簿記） 742 20.3%

受けていない（白色申告） 161 4.4%

○青色申告の承認状況（n=3,648）



Ⅰ．インボイス制度導入への準備状況等
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１．インボイス制度導入への準備状況 4

 約４割の事業者がインボイス制度導入に向けて特段の準備を行っていな
い。特に、「売上高１千万円以下の事業者」では依然として約６割と、
小規模な事業者ほど準備が進んでいない傾向が見られる。

【インボイス制度導入への準備状況】

1.4%(1.4%)

0.9%(0.8%)

0.7%(0.6%)

0.8%(0.7%)

1.3%(1.2%)

1.4%(1.4%)

請求書等発行システムや経理・受発注システムの入替・改修等を行っている

情報収集は行っているが、具体的には取り掛かっていない

情報提供を受けたことはあるが、どのような準備が必要か分からない

特に何もしていない

その他

(n=3,678)

(n=1,419)

(n=227)

(n=512)

売上高

(n=1,520)

※( )内は2021年７月調査結果

34.3%
(17.7%)

15.7%
(15.1%)

42.2%
(59.9%)

21.1%
(11.1%)

16.3%
(13.8%)

6.7%
(6.2%)

40.4%
(19.8%)

16.8%
(19.1%)

35.4%
(54.1%)

13.2%
(15.0%)

45.4%
(21.2%)

17.2%
(13.8%)

22.9%
(48.8%)

51.6%
(31.4%)

10.2%
(9.2%)

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

7.0%
(6.4%)

60.5%
(73.0%)

21.3%
(18.3%)

15.6%
(39.7%)

全体



２．インボイス発行事業者の登録申請状況

 既にインボイス発行事業者登録申請を行った事業者は約１割。
 特に、 「売上高１千万円以下の事業者」では1.6％となっており、小規
模な事業者ほど申請が進んでいない傾向が見られる。

【インボイス発行事業者の登録申請状況】
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10.5%

10.5%

17.9%

33.3%

31.7%

11.5%

44.5%

58.1%

44.2%

15.6%

17.1%

16.5%

10.5%

10.9%

16.3%

24.7%

12.8%

5.2%

5.8%

11.7%

23.9%

14.3%

21.2%

11.6%

7.4%

4.5%

登録申請した 登録申請する予定

登録申請を行うか検討中 取引先から要請があれば検討する

登録申請は行わない 制度内容を理解しておらず、検討していない

全体
(n=3,691)

１千万円以下
(n=1,522)

１千万円超～
5千万円以下

(n=1,426)

５千万円超～
１億円以下

(n=229)

１億円超
(n=514)

売上高

4.1%

0.9%

1.4%

1.6%



47.2%

35.5%

26.0%

19.7%

17.9%

13.5%

12.2%

5.4%

5.2%

4.2%

2.7%

2.4%

2.4%

0.9%

3.0%

そもそも制度が複雑でよく分からない

発行する請求書等の様式変更

仕入先がインボイス登録事業者か確認

受け取った請求書のインボイス要件確認

システムの入替・改修コスト

仕入先からインボイスが貰えない場合、納税額が増加

消費税を納付しなければならなくなる

顧問税理士から指導がなく、何をすべきか分からない

受け取った納品書と請求書の突合

自社が発行する請求書等の写しの保存

免税事業者である取引先の廃業により仕入に影響が出る懸念

端数処理のルール変更

受け取った３万円未満の請求書等も保存

仕入先を免税事業者から変更できない

その他 (n=3,595、複数回答)

３．インボイス制度導入に向けた課題 6

 インボイス制度導入に向けた課題としては、「制度が複雑でよく分からな
い」が約５割。次いで、「発行する請求書等の様式変更(35.5％)」、
「仕入先がインボイス発行事業者か確認(26.0％)」 、「受け取った請求
書等のインボイス要件確認(19.7％)」、となっている。

 そのほか、システムの入れ替えや、納税負担を懸念する声もあった。
【インボイス制度導入に向けた課題】



４．インボイス制度導入後の対応予定（課税事業者における免税事業者との取引） 7

【免税事業者からの仕入】

 約３割の課税事業者が「免税事業者との取引は（一切または一部）行わ
ない」・「経過措置の間は取引を行う」と回答し、免税事業者との取引
を見直す意向を示した。

 そのうち、約65％の課税事業者が取引先の免税事業者に対し、「インボ
イス発行事業者になるよう要請する」と回答した。

【取引先の免税事業者への対応予定】

※「インボイス制度導入から一定期間経過後、免税事業者からの仕入は仕入れ税額控除が認められなくなる」旨を設問上に付記

※( )内は2021年７月調査結果

(n=1,265) (n=330)

一部を除いて取引は行わない
5.8%（4.3%）

免税事業者との取引は一切行わない
8.9%（7.4％）

経過措置の間は取引を行う
13.7%（9.1%）

取引を行うかどうかの
判断はしない
14.1%（15.2%）

まだ分からない
54.6%（59.3%） 28.4％

(20.8％)

インボイス発行事業者に
なるよう要請する

64.8%

知識習得等の
サポートをする
17.0%

自社の社員とする
0.6%

その他
17.6%

その他
2.9%(4.6%)

※ 課税事業者のうち「免税事業者との取引は（一切または一部）
行わない」・「経過措置の間は取引を行う」と回答した者のみ回答



62.0%

44.8%

33.2%

19.6%

14.9%

7.1%

3.8%

消費税負担により資金繰りが厳しくなる

消費税分の価格転嫁が難しく、利益が減少する

請求書の様式変更等の事務負担に対応できない

そもそも消費税制度を理解できていない

消費税申告等の手続きに対応できない

税理士等への依頼費用が負担となる

その他

(n=397、複数回答)

５．免税事業者が課税転換する際の課題等 8

【免税事業者（BtoB）が課税転換する際の課題】

 免税事業者が課税転換する際の課題は、「消費税負担により資金繰りが
厳しくなる」が62.0％で最も多く、次いで「消費税分の価格転嫁が難し
く、利益が減少する(44.8％)」となっている。

 免税事業者の４割超は直近の利益が収支均衡以下。
 免税事業者の受注・販売先数は44.6％が４社（者）以下で、取引先の減
少が経営悪化に直結する可能性が高い。

【直近１年間の税引き前利益】

【免税事業者（BtoB）における受注・販売先数】

黒字 収支均衡 赤字

(n=1,462)

57.1%
(62.7%)

20.1%
(18.2%)

22.8%
(19.1%)

42.9％（37.3％）

1 2～4 5～9 10以上

(n=381)

15.5%
(12.9%)

29.1%
(28.4%)

21.5%
(22.6%)

※( )内は2021年７月調査結果

33.9%
(36.1%)

44.6%(41.3%)



６．インボイス制度導入後の免税事業者の課税転換 9

【免税事業者（BtoB）の対応】

 免税事業者の約３割は「課税事業者になる予定」、約２割は「要請があ
れば課税事業者になる予定」と回答。一方、約４割は「まだ分からな
い」と回答。また「廃業を検討する」と回答した事業者が4.2％存在。

 取引先から課税事業者になるよう「要請を受けたことある」と回答した
免税事業者は８％。

【課税転換要請の有無（BtoB）】
※( )内は2021年７月調査結果

(n=402)

受けたことはないが、
課税事業者か確認された

ことがある
8.2%（5.5%）

受けたことがある
8.0%（1.6%）

課税事業者になる予定
30.8%（14.2%）

経過措置後に課税事業者
になる予定
2.2%（6.1%）

要請があれば課税事業者
になる予定
20.4%（17.2%）

廃業を検討する
4.2%（4.0%）

(n=406)

まだ分からない
37.4%（51.5%）

課税事業者になる予定はない
4.2%（6.6%）

その他
0.7%（0.5%)

受けたことはない
83.8%（92.9%）

※( )内は2021年７月調査結果



７．課税事業者における販売時の消費税の端数処理方法 10

【端数処理の単位】【端数処理の方法】

 BtoB、BtoCともに、４割超の事業者が、販売時における消費税の１円未
満の端数は「切捨て」処理している。

 BtoB事業者の３割超が「商品・アイテムごと」に端数処理を行っている。

※インボイス制度導入後の端数処理は、1請求書あたり税率
ごとに1回行うことになり、商品・アイテムごとの端数処
理は認められなくなる

33.5%

45.3%

59.2%

46.6%

7.4%

8.1%

BtoB

BtoC

商品・アイテムごとに処理

請求書（レシート）単位で処理

その他

(n=938)

(n=996)

44.8%

50.9%

41.8%

34.6%

BtoB

BtoC

切捨て 四捨五入 切上げ その他

(n=996)

6.1％ 7.4％

6.3％ 8.1％

(n=938)



Ⅱ．バックオフィス業務のデジタル化状況等
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93.3%

80.9%

67.7%

33.6%

6.3%

17.5%

27.7%

35.2%

１人 ２人 ３人 ４人以上

売上高

このうち、68.5％（921者）は、
代表者が経理事務を兼務している

(n=1,441)

(n=1,363)

(n=220)

(n=500)

17.6%13.6%

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

１．経理事務の外部依頼状況・従事人数 12

【経理事務の外部依頼状況】

 経理事務の外部依頼状況について、「売上高１千万円以下の事業者」では
約３割が「全て社内で対応」する等、税理士等外部専門家の関与がない。

 経理事務の従事人数について、「売上高１千万円以下の事業者」では９割
超が１人で従事しており、その約７割は代表者が兼務している。

【経理事務の従事人数】

(2.2％、0.6％)

64.6%

78.1%

90.5%

97.2%

30.7%

18.3%

8.1%

4.7%

3.6%

1.4%

税理士等外部へ経理事務の一部を依頼

全て社内対応

その他（商工会議所等へ経理事務の一部を依頼）

(n=1,457)

(n=1,376)

(n=221)

(n=502)

売上高

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

(0.2%、0.2％)

(1.2%、0.5％)

(4.1％、0.5％)



２．売上・仕入の集計業務のデジタル化状況等 13

【売上・仕入の集計業務の処理頻度】【売上・仕入の集計業務のデジタル化状況】

 小規模な事業者ほど手書きの割合が高く、「売上高１千万円以下の事業
者」では55.5%。昨年（56.4%）と比べ、ほとんど進んでいない状況。

 売上・仕入の集計頻度は、小規模な事業者ほど低い傾向があり「売上高
１千万円以下の事業者」では8.2%が「四半期ごと～１年ごと」と回答。

27.4%

39.7%

45.2%

61.2%

0.4%

1.5%

5.9%

17.8%

16.7%

20.6%

22.6%

15.9%

55.5%

38.2%

26.3%

5.1%

市販のソフトウェア 自社開発のソフトウェア

Excel等の表計算ソフト 手書き

(n=1,291)

(n= 1,144)

(n= 186)

(n= 454)

売上高

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

16.6%

19.1%

23.8%

25.2%

29.3%

29.4%

24.7%

24.4%

10.5%

10.0%

7.2%

4.6%

35.4%

36.1%

43.9%

44.4%

取引の都度 １日ごと １週間ごと １月ごと

四半期ごと 半年ごと １年ごと

売上高

(n= 1,478)

(n= 1,384)

(n= 223)

(n= 500)

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

8.2％

(3.2％、2.4％、2.6％)

(1.7％、1.9％、1.9％)

(0.4％、0.0％、0.0％)

(0.6％、0.0％、0.8％)



３．請求書等の作成業務のデジタル化状況等 14

【請求書等の作成業務の処理頻度】【請求書等の作成業務のデジタル化状況】

 小規模な事業者ほど手書きの割合が高く、「売上高１千万円以下の事業
者」では63.8%。昨年（66.2%）と比べ、ほとんど進んでいない状況。

 請求書等作成の頻度は、「売上高１千万円以下の事業者」では約５割が
「取引の都度」と回答。

11.8%

22.6%

36.6%

49.4%

0.3%

1.9%

5.2%

18.0%

24.1%

32.4%

34.7%

27.0%

63.8%

43.1%

23.5%

5.6%

市販のソフトウェア 自社開発のソフトウェア

Excel等の表計算ソフト 手書き

(n=1,241)

(n=1,237)

(n=213)

(n=482)

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

46.4%

37.5%

27.7%

32.7%

6.4%

7.6%

4.1%

4.0%

5.6%

5.8%

6.4%

7.3%

39.4%

47.7%

61.8%

55.6%

取引の都度 １日ごと １週間ごと １月ごと

四半期ごと 半年ごと １年ごと

(n=1,291)

(n=1,303)

(n=220)

(n=496)

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

(0.5％、0.9％、0.8％)

(0.5％、0.6％、0.2％)

(0.0％、0.0％、0.0％)

(0.4％、0.0％、0.0％)

売上高 売上高



４．帳簿の作成業務のデジタル化状況等 15

【帳簿の作成業務の処理頻度】【帳簿の作成業務のデジタル化状況】

 小規模な事業者ほど手書きの割合が高く、「売上高１千万円以下の事業
者」では46.2%。昨年（50.4%）と比べ、ほとんど進んでいない状況。

 帳簿作成の処理頻度は、小規模な事業者ほど低い傾向にあり、「売上高
１千万円以下の事業者」では約１割が「１年ごと」と回答。

39.2%

50.5%

56.4%

69.9%

0.4%

0.6%

2.5%

9.2%

14.2%

13.9%

18.6%

12.6%

46.2%

35.1%

22.5%

8.3%

市販のソフトウェア 自社開発のソフトウェア

Excel等の表計算ソフト 手書き

(n=1,422)

(n=1,312)

(n=204)

(n=468)

売上高

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

8.4%

10.0%

13.7%

21.7%

12.3%

17.2%

13.7%

14.9%

11.4%

12.3%

10.0%

5.8%

43.4%

41.7%

49.3%

48.6%

7.7%

7.9%

7.8%

取引の都度 １日ごと １週間ごと １月ごと

四半期ごと 半年ごと １年ごと

売上高

(n=1,474)

(n=1,376)

(n=219)

(n=502)

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

10.2％

(4.2％、6.8％)

(0.5％、5.0％)

(2.8％、1.8％、4.4％)

6.4％



５．受発注業務のデジタル化状況 16

 受発注の際、中小企業の多くがいまだに電話やFAX等を中心的なツール
として活用しており、特に「売上高１千万円以下の事業者」では受注
84.7%、発注78.7%にのぼる。昨年（受注86.3%、発注80.4%）と比
べ、デジタル化がほとんど進んでいない状況。

【受発注業務のデジタル化状況】

15.7%

10.2%

10.2%

17.5%

14.4%

84.7%

81.0%

64.0%

53.9%

市販のソフトウェア 自社開発のソフトウェア

取引先が開発したソフトウェア 業界標準EDI

電子メール デジタル化未対応（電話、FAX、実訪）

【受注業務】
売上高

(n=1,329)

(n=1,243)

(n=200)

(n=451)

(3.2％、0.2％、1.7％、0.1%)

(5.8％、0.6％、1.8％、0.6%)

(4.5％、1.5％、2.5%)

(9.3％、5.8％、0.9%)

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

10.0%

15.3%

14.2%

14.7%

20.7%

18.1%

78.7%

73.6%

60.6%

50.2%

【発注業務】
売上高

(n=1,346)

(n=1,252)

(n=203)

(n=452)

(3.0％、0.2％、3.8％、0.1%)

(5.6％、0.6％、5.0％、0.5%)

(8.4％、3.9％、4.9％、1.5%)

(9.3％、6.4％、0.7％)

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超



６．電子申告への対応状況等 17

【電子申告に対応していない理由】【電子申告への対応状況】

 「売上高１千万円以下の事業者」の約３割は電子申告（e-tax）に対応し
ていない。

 電子申告に対応していない事業者の約６割が「メリットが感じられな
い」ことを理由としている。

57.7%(56.8%)

21.4%(23.7%)

11.2%(16.5%)

8.1%(6.6%)

4.8%(6.4%)

2.2%(4.7%)

9.4%(9.0%)

メリットが感じられない

社内の体制が不十分

PCやタブレット端末等

を持っていない

顧問税理士等が電子申告

に対応していない

導入している会計ソフト等

が電子申告非対応

システム投資コスト

が高すぎる

その他

(n=901、複数回答)

※( )内は2021年７月調査結果

13.8%

16.9%

14.4%

5.6%

6.4%

57.4%

42.4%

60.8%

75.9%

83.0%

21.1%

31.6%

18.6%

8.8%

自社で電子申告をしている

税理士に申告を依頼し、税理士が電子申告をしている

自社で申告をしているが、電子申告はしていない（紙で申告をしている）

税理士に申告を依頼しているが、電子申告はしていない（紙で申告をしている）

税理士に任せており、よくわからない

全体

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

(n=3,496)

(n=1,442)

(n=1,338)

(n=216)

(n=500)

(5.9％、3.1%)

(4.9%、2.9%）

売上高

(3.9％、2.2%)

(5.1％、4.6%)

(2.6％、4.6%、3.4%)



７．改正電子帳簿保存法への対応状況(電子帳簿等保存・スキャナ保存) 18

 電子帳簿保存法の改正により使いやすくなった「電子帳簿等保存」と
「スキャナ保存」については、全体で約３割、 「売上高１千万円以下の
事業者」 では３割超が「制度がよく分からない」 と回答。

23.9%

18.9%

24.1%

33.2%

33.9%

24.5%

15.4%

25.5%

31.4%

45.4%

2.4%

2.3%

3.0%

0.9%

1.8%

22.3%

30.0%

20.4%

16.2%

7.6%

26.9%

33.5%

27.0%

18.3%

11.3%

対応している 対応するか検討中 検討したが対応しない予定 対応しない予定 制度がよく分からない

【電子帳簿等保存への対応状況】 【スキャナ保存への対応状況】

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

(n=1,410)

(n=513)

売上高

全体

(n=3,663)

(n=1,511)

7.4%

4.2%

6.8%

13.5%

16.2%

25.2%

15.1%

26.5%

33.6%

48.1%

3.2%

2.8%

3.8%

2.2%

3.4%

34.5%

42.3%

32.6%

29.3%

18.7%

29.7%

35.7%

30.4%

21.4%

13.6%

全体

売上高

１千万円以下

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

(n=1,506)

(n=1,403)

(n=507)

(n=3,645)

(n=229)
(n=229)



８．改正電子帳簿保存法への対応状況(電子取引のデータ保存) 19

 2024年１月から義務化される電子取引のデータ保存への対応状況は、小
規模な事業者ほど「内容をよく理解しておらず、何もしていない」割合
が高く、「売上高１千万円以下の事業者」では約６割にのぼる。

 「全て紙の原本の授受に切り替える」と回答した事業者も約４％存在。

【電子取引のデータ保存への対応状況】 【電子取引のデータ保存の課題】

41.4%

38.8%

28.2%

11.5%

9.9%

6.7%

1.5%

4.1%

社内の体制が不十分

メリットが感じられない

要件を満たす保存方法の

事務負担が重すぎる

システム投資コストが高すぎる

導入している会計ソフト等が

電子帳簿保存法に対応していない

PCやタブレット端末等を持っていない

顧問税理士等から紙保存を求められる

その他

(n=868、複数回答)

10.7%

6.8%

9.9%

20.7%

19.9%

11.5%

5.0%

11.4%

18.5%

27.8%

4.0%

3.4%

4.8%

4.4%

3.5%

27.6%

23.6%

29.9%

27.8%

33.5%

43.0%

56.8%

41.0%

27.3%

14.6%

3.2%

4.4%

3.1%

1.3%

0.8%

既に電子データで保存している

義務化開始に向けてｼｽﾃﾑの導入を検討中

対応できておらず、全て紙の原本の授受に切り替えるつもり

対応方法は検討中である

内容をよく理解しておらず、何もしていない

その他

１千万円以下

売上高

１千万円超～
5千万円以下

５千万円超～
１億円以下

１億円超

全体

(n=1,506)

(n=508)

(n=227)

(n=3,647)

(n=1,406)


